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２ 組織改正のポイント

１ 時 期

平成20年４月１日平成20年４月１日

中期ビジョンの推進や府民を起点とした

本庁組織の再編

中期ビジョンの推進や府民を起点とした

本庁組織の再編

その他その他



府民の視点

政策の視点

行革の視点

現行組織の継続性も考慮しつつ、よりわ
かりやすい組織編成

政策課題との一致や関連業務の一元化
を図るよう編成

部の数を現在の１０部から９部に見直し

☆中期ビジョンの推進や府民を起点とした
本庁組織の再編

組織再編の３つの視点



☆府民の視点

「部」 と 「課」を基本にした、シンプルでわかりや
すい組織に見直し

部 課

部 総括室 室

部 課

○ 「部」－「課」制の組織と

「部」－「総括室」－「室」の組織が混在

○○ 「部」－「課」制の組織と「部」－「課」制の組織と

「部」－「総括室」－「室」の組織が混在「部」－「総括室」－「室」の組織が混在

現 行

改正後

○ 「部」－「課」制を基本に見直し○○ 「部」－「課」制を基本に見直し「部」－「課」制を基本に見直し



政策課題との一致や関連業務の一元化を行い、地域
の多様な課題に政策面から的確に対応

☆ 政策の視点

豊かな「環境」と、日本を代表する「文化」が融合
した京都らしい施策を推進 文化環境部

産業、観光の活性化と雇用対策を一体的に推進

商工労働観光部

危機事象に迅速かつ柔軟に対応できるよう、危機管
理と消防防災部門を一体化 府民生活部

道路・鉄道等を一体的に実施する、総合的な交通政
策の推進 建設交通部



簡素で効率的な組織とするとともに、部の数も
現在の１０部から９部に見直し

１０部 ９部

現 行 改正後

☆行革の視点

本庁部長までの意思形成過程本庁部長までの意思形成過程

７層 ４層

本庁組織数本庁組織数

119組織 94組織
○ ２割程度の削減！○○ ２割程度２割程度の削減の削減！！

○ 意思決定の迅速化○○ 意思決定の迅速化意思決定の迅速化



ものづくり産業の振興・支援と、産業人材の育成

担い手の育成、ものづくり、新産業の振興 ・支援、地域の

産業振興をサポートする、「ものづくり振興課」を設置

担い手の育成、ものづくり、新産業の振興 ・支援、地域の

産業振興をサポートする、「「ものづくり振興課ものづくり振興課」」を設置を設置

府民労働部
能力開発課

商 工 部
産業支援室

商工労働観光部
ものづくり振興課

☆活力の京都

過疎・限界集落対策の推進

過疎化・高齢化の進む農村地域への対策を推進する

「農村振興課参事(限界集落対策担当)」を設置

過疎化・高齢化の進む農村地域への対策を推進する

「「農村振興課参事農村振興課参事((限界集落対策担当限界集落対策担当))」」を設置を設置

部の編成の中での課題対応型の課組織編成



文化環境部に水政策や府営水道等を総括する

「公営企業管理監兼副部長（水政策担当）」を設置

文化環境部に水政策や府営水道等を総括する文化環境部に水政策や府営水道等を総括する

「「公営企業管理監兼副部長公営企業管理監兼副部長（水政策担当）（水政策担当）」」を設置を設置

水政策の一体的な実施

土木建築部下水道課
（公共下水道担当）

農林水産部耕地課
（農業集落排水担当）

企画環境部
循環型社会推進室
（浄化槽担当）

文化環境部
水環境対策課

※ 下水道事業の一元化※※ 下水道事業の一元化下水道事業の一元化

☆環境・文化創造の京都



国民文化祭の準備体制の強化

国民文化祭に向け、本格的な準備体制を確立

国民文化祭準備室を、課内室から単独の課の

「国民文化祭準備課」として設置

国民文化祭に向け、本格的な準備体制を確立

国民文化祭準備室を、課内室から単独の課の

「「国民文化祭準備課国民文化祭準備課」」として設置として設置

府民参加型森林整備の推進

多様な主体によるＣＯ２吸収源対策の森林整備を推進

モデルフォレスト推進室を、課内室から単独の課の

「モデルフォレスト推進課」として設置

多様な主体によるＣＯ２吸収源対策の森林整備を推進

モデルフォレスト推進室を、課内室から単独の課の

「「モデルフォレスト推進課モデルフォレスト推進課」」として設置として設置



家庭問題への総合的な対策の推進

家庭問題に総合的に対応するために、健康福祉部に

「家庭支援課」を設置

「家庭支援総合センター準備室」を設置し、室長は

家庭支援課長が担当

家庭問題に総合的に対応するために、健康福祉部に家庭問題に総合的に対応するために、健康福祉部に

「「家庭支援課家庭支援課」」を設置を設置

「「家庭支援総合センター準備室家庭支援総合センター準備室」」を設置し、室長はを設置し、室長は

家庭支援課長が担当家庭支援課長が担当

☆安心・安全の京都

◆家庭支援課、障害者支援課の担当職員

でチームを設置し、整備を推進

◆家庭支援課、障害者支援課の担当職員

でチームを設置し、整備を推進



【【 ９つの部に編成９つの部に編成 】】

府 民 生 活 部

人権啓発推進室、府民総務課、危機管理・防災課、
消防安全課、安心・安全まちづくり推進課、
ＮＰＯ協働推進課、男女共同参画課、青少年課、
府民総合案内・相談センター、消費生活安全センター

文化芸術室、スポーツ生涯学習室、文化環境総務課、
文教課、府大学振興課、国民文化祭準備課、
環境政策課、循環型社会推進課、自然環境保全課、
環境管理課、地球温暖化対策課、公営企画課、
建設整備課、水環境対策課

文 化 環 境 部

知 事 直 轄 組 織 秘書課、広報課、国際課、連絡調整チーム、
給与厚生課、人事課、総務事務センター、会計課

総 務 部 総務調整課、政策法務課、財政課、税務課、
自治振興課、入札課、府有資産活用課

政 策 企 画 部
文化学術研究都市推進室、企画総務課、
行政経営改革課、業務推進課、企画政策課、計画課、
調整課、調査統計課

新しい部課の編成新しい部課の編成



健康福祉総務課、こども未来課、家庭支援課、
健康対策課、リハビリテーション支援センター、
医療課、生活衛生課、薬務課、福祉・援護課、
高齢者支援課、障害者支援課、介護・福祉事業課、
医療保険課

農 林 水 産 部

健 康 福 祉 部

商工労働観光部
総合就業支援室、産業労働総務課、経営支援課、
ものづくり振興課、染織・工芸課、企業立地推進課、
貿易・商業課、労政課、観光課

農政課、農村振興課、担い手支援課、
食の安心・安全推進課、研究普及ブランド課、農産課、
畜産課、水産課、林務課、モデルフォレスト推進課、
森林保全課

建 設 交 通 部

監理課、指導検査課、用地課、道路計画課、
道路建設課、道路管理課、港湾課、交通対策課、
河川課、砂防課、都市計画課、建築指導課、住宅課、
営繕課



法人化による柔軟で府民に開かれた大学
運営の推進

府大学振興課

京都府公立大学法人

府立医科大学

府 立 大 学

【【公立大学法人公立大学法人】】

「京都府公立大学法人」の設立「「京都府公立大学法人京都府公立大学法人」」の設立の設立

☆その他

○法人、両大学の改革を支援・推進、中期目標作成○○ 法人、両大学の改革を支援・推進、中期目標作成法人、両大学の改革を支援・推進、中期目標作成

○ 法人の運営、経営面の総括

両大学共通業務の一元処理

○○ 法人の運営、法人の運営、経営面の総括経営面の総括

両大学共通業務の一元処理両大学共通業務の一元処理

○ 教育研究等大学

の運営

○○ 教育研究等大学教育研究等大学

の運営の運営



障害者就労支援対策の充実

京都ジョブパークに「はあとふるジョブカフェ」を開設

「総合就業支援室参事（障害者支援担当）」が担当

京都ジョブパークに「はあとふるジョブカフェ」を開設

「「総合就業支援室参事総合就業支援室参事（障害者支援担当）（障害者支援担当）」」が担当が担当

京都、福知山高等技術専門校の障害者就労支援

特別チームとの連携

障害者専門相談員等の配置

京都、福知山高等技術専門校の障害者就労支援

特別チームとの連携

障害者専門相談員等の配置

企業との連携による就労支援



北部産業の活性化の推進

織物・機械金属振興センターの経営支援部門を

(財)京都産業２１へ移管

織物・機械金属振興センターの経営支援部門を

((財財))京都産業２１へ移管京都産業２１へ移管

◆経営支援部門は、全て(財)京都産業21で実施

織物・機械金属振興センターの企画情報や産学

公連携等企画調整機能を強化

◆経営支援部門は、全て(財)京都産業21で実施

織物・機械金属振興センターの企画情報や産学

公連携等企画調整機能を強化

京都舞鶴港振興体制の強化

京都舞鶴港の利用の促進、ポートセールス等を強化

「貿易・商業課参事(京都舞鶴港振興担当)」を設置

京都舞鶴港の利用の促進、ポートセールス等を強化

「「貿易・商業課参事貿易・商業課参事((京都舞鶴港振興担当京都舞鶴港振興担当))」」を設置を設置



４ 人事異動規模等

◆異動規模は約３，３００人

部名変更等を除く実質異動は約1,500人

◆異動規模は約３，３００人

部名変更等を除く実質異動は約1,500人

３ 定数削減

平成20年度は ２４０人を削減

※ 公立大学の法人化を含めると1,700人削減

平成20年度は ２４０人を削減

※ 公立大学の法人化を含めると1,700人削減
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